
東南アジア研究 20巻2号 1982年 9月

人口移動の理論的接近の試み
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Thetheoryofmigrationhereisdefinedas
thesystem ofdefinitionsofindividualbehavior
andofthetheories,corollaries,andinferences
derivedfromthedefinitions,whichcharacterizes

migration. Thelife-cycleutility maximization
modelisemployedtodefineindividualbellaVior.

は じ め に

人口移動の研究は,人口学,地理学,社会

学,経済学,人類学などの諸 分野で行 われ

ている｡ たとえば, インドシナ難民 の問題

[Meng-Try 1981]をはじめ,大都市の通勤

圏の問題 [伊藤ほか 1979]にいたるまで,

人口移動に関する研究は多い｡これら諸研究

の蓄積により,人口移動の地域的,文化的,

社会的,経済的特質について,多 くの知識が

得 られるようになった｡

人口移動の研究においては,従来から実証

的な描写や比較にもとづ く要因分析に大きな

ウエイ トがおかれていたが,人口移動の因果

関係について理論分析を行う試みもなされて

いる [Sjaastad 1962;Todaro 1969] ｡ こ

れらの理論は,多様な人口移動現象の限 られ

た側面に しか適応されないため,それほど多
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くの関心を集めていない｡ しか し,人口移動

の実証分析モデルや諸要因の因果構造を考え

るうえで,人口移動理論の構築に努力するこ

とは急務であるように思われる｡

ここでは,人口移動の理論を次のように考

えたい｡ 人口を構成する各個人 (あるいは意

思決定を行う主体)の行動様式を定義 し,そ

こから得 られる人口移動を規定する基本法則

を明示 し,それらの定義および基本法則から

得 られる論理的帰結を含む理論体系を人口移

動理論と考える｡ たとえば,それは経済学に

おけるミクロ理論とマクロ,一般均衡理論と

の関係に等 しいような理論体系となるであろ

う｡

したがって,本論では,人口移動の理論を

構成するための基本的な構想を展開 したい｡

まずはじめに従前の人口移動研究の一部を批

判的に紹介 し,次に個人の意思行動を規定 し

て人口移動理論モデルを展開 し,最後にこの

理論モデルの応用の可能性を結論のかわりと

して述べる｡
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工 人口移動の諸研究

人口移動の分析は,現象としての人口移動

の記述,人口分布と人口移動の関係,人口移

動の諸要因あるいは選別性,二重経済理論と

人口移動の関係,人的資本理論と人口移動の

関係 という観点にたって論 じられてきた｡ し

か し,これらにおいては必ず しも人間が移動

する必然性について理論的な根拠があたえら

れているわけでもなく,移動の意思決定をす

るメカニズムをモデル化 したうえで理論的な

実証モデルを提示するものでもない｡

人口学は特に,人口移動を表現する指標と

不十分なデータから,諸指標を近似する技法

を開発 している｡ 2時点のセンサスを利用す

る純人口移動の推計方法は,人口移動統計の

ない国においては非常に有効である [Shryo-

ckandSiegeletal.1975]｡ 人口移動と死

亡,出生,結婚との関係について は,多元

地域人 口分析 (MultトRegionalPopulation

Analysis)が行われるようになった [Kuroda

etal.1982;Rogers 1975]｡ このように,

人口学が人口移動研究に果た した役割は大き

いが,それは記述的 ･要素分解的な手法にか

ぎられている｡

人口分布と人口移動の関係については,人

口地理学を中心に研究がなされている [岸本

1978;鈴木 1980]｡擬似的な引力の法則,

都市人口分布の法則などの適用,人口重心の

移動の分析が含まれるが,人口移動の因果関

係にもとづ く説明理論は展開されていない ｡

それにもかかわらず,ここで重要なことは,

理想的な人口分布あるいは均衡人口分布の概

念をもち,理想状態あるいは均衡状態をもた

らす過程において人口移動の果たす役割を明

確に意識 している点であり,それは異なる理

論的フレームワークをもつ経済人口学におい

てさらに展開される｡
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人口移動の要因分析あるいは選別性 (Selec-

tivity)の分析の研究は,主に実証社会学 に

おいて進められてきた｡社会統計学の発展お

よび統計計算の省力化により,重回帰分析,

多重分類分析, 因子分析などによ る多数 の

業績が蓄積されている [Bachetal.1977;

Sandefureial.1981]｡ たとえば,数育水

準,所得,宗教,人種,家族制度,先住地域

の特徴などの諸要因と人口移動との関係が論

じられているが,それら諸要因と人口移動の

因果関係あるいは因果構造について言及でき

ない弱点を,この分折方法はもっている｡ さ

らに,調査データおよび集計 デ ータの性質

上,ミクロ的接近(個人ないし意思決定のユニ

ットの分析)とマクロ的接近 (都市,村落な

どの集計ユニットの分析)に大きく二分され

るが,両者を結びつける理論的な分析 も困難

である｡ しか しながら,人口移動のミクロと

マクロの両側面に焦点があてられ,多数の実

証分析研究により人口移動に関する知識が蓄

積されたことは重要である｡

これらの諸研究と並行 して,経済学におい

ても人口移動の研究が行われてきた｡ 従前よ

り経済学は,人口の諸類別のなかでも労働就

業人口,失業人口,不完全就業人口を研究対

象の一部としている｡ したがって,産業別労

働就業人口,労働時間,および賃金の変動に

大きな関心が集められてきた｡なかでも,人

口移動の近代経済学的分析の端緒となったの

は,Lewisにはじまる二重経済理論 で あ り

[Lewis 1954],農村 ･都市間人口移動,質

金,失業状態,および経済発展の諸 関係 を

説明するひとつの理論体系をな してい る｡

これとは別に,Sjaastadが人的資本 の費用

便益を考慮 したモデルを導入 した [Sjaastad

1962]｡ Todaro はその ミクロ的側面を拡張

し,マクロモデルとの融和を試みた [Todaro

1969;1976] ｡ Todaroのモデルを要約 すれ

ば,次の2点になる｡
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1.ミクロ･人的資本モデル

∫:=O[p't)yu.(tトYr'i']e-rtdt-C'0)
>0⇔Ⅳ>0

ここで,積分区間 :初期時点からある時点 α

まで,

P(i) .･ 都市における就業確率 (後 出 の

Lm/L7Lに等 しい)

Yu(i): 都市における所得水準

Y,(i): 農村における所得水準

C(0): 移動にかかる費用

N :都市への人口移動率O

これは,現住地における所得と移住先におけ

る期待所得の割引後の差が移住費用よりも大

きい場合に,移住する誘因が発生することを

定式化 したものである｡

2.マクロ･二重経済モデル

Elwm]-音痴
=u)a

-MP芝

wm .･ 工業賃金で,就業者に対 しては一定

値 ii)が支払われる

Lm: 工業労働人口

エ": 都市人口

u)a･. 農業賃金で,限界生産物 MPEに等

しい｡

これは,農村における賃金が都市で得 られる

期待賃金に等しくなる点で,経済の均衡が達

成されることを定式化 したものである｡ミク

ロモデルの C(0)がマクロ的にみて ゼ ロに

近いとし,所得水準と賃金が同値とするなど

の諸制限を加えるならば,上記のモデルは互

いにほぼ対応する｡ このモデルは,工業の賃

金が固定されている場合に,工業化が進むと,

都市で失業が存在するにもかかわらず,農村

･都市間人口移動が発生することを示すひと

つの単純なモデルである｡ このアプ ローチ

はさらに展開され,多くの実証研究 [Fields

1979;Sapi1-1977] を うみだしているが,

適用範囲がせまく,一般性を欠き,さらに移

動のタイミングや家族形成などの問題点を考

慮に入れるのがやや困難な点で,改良が必要

である｡

最後に,近年,人口学をはじめ多くの分野

で分析が進められている,タイミングの問題

をとりあげる｡たとえば,女性は15歳から35

歳までぐらいのあいだに,高等教育,結婚,

就職,移動,出産などの重要な意思決定を行

なっており,何らかの最適化をはかっている

と考えられるが,これら全体を定式化 したモ

デルはまだ完成されていないようである｡ し

か し,多数の実証研究がなされており,確率

請,制御理論やダイナミック ･プログラミン

グを通用 した分析が進む可能性がある｡

Ⅱ 人口移動の理論仮説

前節で概略を述べた従来の人口移動研究の

成果と問題点とを踏まえ,ここではより一般

的な理論仮説を模索 したい｡はじめにも述べ

たように,まず個人の行動様式を定義 し,そ

こから得られる人口移動の基本法則を推論 し

ていくが,その際に人口移動のふたつの側面

を考察する｡ 第 1は地域人口移動であり,節

2は社会階層移動である｡ 具体的に念頭にお

いているのは,農村 ･都市間人口移動とブル

ーカラー ･ホワイトカラ-問社会階層移動で

ある｡

まず第 1に,個人の意思決定あるいは行動

様式を規定するモデルは,年齢,タイミング

を考察することを考慮 して,ライフサイクル

･モデル [Thurow 1969]

MAX!:=｡U(x" lt)e-一fdt

s.i.dl- rat+ uJilf-PiXt

LF-Ll+ li
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U(･): 効用関数

Ⅹt : t時点における消費財ベク トル

Il : 余暇

∂: 割引率
al,di: 資産およびその時問についての微

分

γ : 利子率

u)t : 賃金

pt : 価格ベク トル

エ㌻ :総利用可能時間
Ll : 労働時間

を採用する｡これは,個人が資産の変化 と時

間制約の条件下で,生涯の効用を極大化する

ように行動することを定式化 した もので あ

る.一定の効用関数,割引率など異時点間を

比較 し将来を予測するといった点で大きな困

難を伴 うが,移動や出産の最適なタイミング

を分析するには適 している｡

ある特定の時点 (f-0)における人口移動

の意思決定を考察することを考えると,この

モデルと Todaro の ミクロモデル には共通

する点がある｡ つまり,個人は将来に現住地

と移住地において享受できる効用の流れを比

較 し, 移住の 費用を考慮 して 常に良い方を

選ぶことにより,効用の極大化が達成される

のであり,効用関数が所得および期待所得に

対応 しているとき,両者はほぼ対応する｡ 実

際,ライフサイクル ･モデルのマクロ的な含

意を考慮するためには,費用便益分析モデル

[Lucas 1977]

∫:=｡[U(Ⅹu･lu)一瓶 ･lr)]e~3Edt-C(0)
(サブスクリプ トの u,r は都市,農村に

対応する)

を用いる方が容易である｡

空間的人口移動 (ここでは農村 ･都市間人

口移動)のマクロ的側面を推論するため,こ

こでは農村と都市の厚生水準を示す関数を導
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入する｡ このことにより,実証分析に用いる

具体的なモデルを導出することは困難になる

が,単純な二重経済モデルよりも一般的なフ

レームワークをあたえることができる｡ 厚生

関数の値は個々の効用関数,地域のアメニテ

ィ,そ して人口によって決定される｡

wu-∫:=owu(Uu,Au･Nu)e-3tdt

wr-∫:三｡wr(Ur･Ar･NT)e-3tdt
ここで生 じる問題は,厚生関数に時間を含め

ることにより分析が困難なことと,限界厚生

が個人の費用便益を示す式と対応するか否か

が明確ではないことである｡ ここで示 したい

ことは,収束性については不明であるが,農

村と都市の限界厚生が等 しい点で均衡 (rest

point) が考えられることである｡ そのため

には多 くの制限条件が必要であるが,直感的

には次のように説明される｡ もし,ある農村

在住者が都市に移住することを有利と考える

場合,都市における効用の流れの方が大 きい｡

したがって,厚生関数が効用水準の増加関数

であり,人口が一人増加することによるアメ

ニティ-の影響が小 さいならば

三 一三

となり,農村から都市-移住することと対応

する｡ 逆に

三 二--:I:::I:I.

な らば,都市-動 くことにより効用の流れが

増加する個人が存在 し,純便益が正となり,

移動の意思決定を行 う｡

収束性の問題で特に注意する必要があるの

は,都市と農村の不均衡発展がもたらす問題

で,比較静学的アプローチから推論すること

は容易ではない｡ 極端な例 と して一人 当 り

GNPで限界厚生水準を 近似するとすれば,
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都市において GNPの成長率が10%, 人口

の自然増加率が 1%,農村においてそれぞれ

4%,3%とし,農村と都市の人口が等 しい

ならば,4%の農村 ･都市間人口移動があれ

ば一人当り GNP成長率は均等となる｡

以上をまとめると,次のように説明できる｡

水が低いところへ流れるように,人口移動は

すでに存在する不均衡を是正する役割を果た

すものと考えられる｡個人が効用を極大化す

る行動様式をもつなかで,限界厚生が等 しく

なる点まで人口移動が続 くわけである｡ しか

し,その落差が人口移動によって小さくなる

とは限らないことに注意する必要がある｡

次に,社会階層移動について簡単に触れて

みよう｡個人の行動様式は次のように規定さ

れる｡

MAXr=｡U(Ⅹi･Sf)e-"dt
s.i.a,-rat+yL-PLXt

j-I(E)

S-a(i)

y-h(i)

N(i)≦N(i)

ここで,

J

E

S

職種

人的資本,能力,親の地位など

地位

y : 所得水準

N,府:就職需要数およびその供給上限｡

通常,人々は高い地位を得ることを選択する

と考えられるから,就職数に上限が設けられ

る｡さらに,制約条件のなかに,仕事の種類,

地位,所得水準を決める式が含まれる｡ この

モデルのマクロ的側面の もつ含意 は,主 に

ホワイ トカラーの需給均衡 にかか っている

[Porter 1978] ｡

Yi-Fi(Bi,町,Ki,Ki_1)

TPi-Bi+W f

Wf+I-Wr dfW+br+BWt

Bf+1-Br dF+biB-BWi

WP+1-Fl+1.(Bi+1,Ki+1,Kl,Yi+1)

BP+1-TPi+1- WP+1

ここで,

F(･): 生産関数

β ブルーカラー労働者数

Ⅳ ホワイトカラー労働者数

∬ : 資本

d : 死亡

b : 出生

βⅣ : 階層間人口移動

右肩添え字の S,D,W,B はそれぞれ供

給,需要,ホワイトカラー,ブルーカラー

を示す｡

以上で人口移動を説明するひとつの理論モ

デルの概略を説明 したが,次にこのモデルの

応用について考えよう｡

Ⅱ 実証分析への応用

ここで具体的な人口移動の例をあげて,本

論で展開 したモデルの実証分析への応用を考

察する｡

まずはじめに,人口移動と出生力の関係を

中心に考えよう｡たとえば,バンコクへの移

住者の出生力が農村および都市の在住者のそ

れと比較されている [Goldsteineial.1977;

1981] ｡ その際,次の点が問題となろう｡

移住により出産間隔が一時的に延びる｡

最終パ リティと移住とは関係がない｡

都市へ移住すると選好構造が変化する｡

都市と農村では諸財の相対価格が異なる｡

希望パ リティを達成するため,移住後の出

産間隔が短縮する｡

都市移住後一時的に家計が圧迫されるが,

のちに高い所得が得 られる｡

ここで分析上もっとも困難な問題は,選好構
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迄が移住することにより変化するか否かであ

り,さらに都市-移住することにより相対価

格が変化するのみでな く,新 しい財やサービ

スに接近することにより,この問題は複雑化

する｡ したがって,最適な子供数や出産のタ

イミングを直接検討することは,ほぼ不可能

である｡ しか し,全財を含む選好構造を超時

間的に一定 とすれば,ライフサイクル ･モデ

ルは上記の諸問題を定式化することができ,

比較動学あるいは制御理論を通用することに

より,消費や出産のプロファイル,相対価格

の変化が出産のタイミングや希望パ リティに

およぼす影響を考察することができる｡

次に,Uターン現象や老人扶養問題を考え

てみよう｡その際,次の点が問題 となろう｡

有利な就職,生活条件を求めて親元を離れ

る｡

親の恩 (投資)に報いる｡

親が財産を用いて子供のサービスを購入す

る｡

中高年齢者に適 した職場や環境が先住地近

隣にある｡

この場合,前述の例よりも遠い将来に大きな

支出やサービスが見込まれており,割引率,

合理的期待,アメニティの予測不能な変化な

どの問題が付加される｡ リスクを含むモデル

に拡張することも可能であるが,合理的期待

を前提とした現時点での選択の最適化を理論

仮説 とした,農村 ･都市間人口移動の分析を

することがまず必要であろう｡ さらに,都市

移住者の帰郷を分析するうえで,親に対する

負債,親の財産,再就職の可能性,生活環境

などの要因をライフサイクル ･モデルで定式

化 し,実証作業仮説を導出することが必要で

ある｡

最後に,上述の問題と関連する人口移動と

過疎問題を考えてみよう｡ 人口増加と人口移

動により河川を媒介としたコミュニティの形

成が考えられるが,逆に人口流出が自然増加
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をうわまわり,コミュニティの人口規模が小

さくなると,コミュニティのもつアメニティ

が急減 し,ほとんどの人口が流出 して しまう｡

通信設備,県 ･町 ･村道,農 ･林道の整備に

より都市と農山村とを結び,山林 ･田畑の荒

廃を防止することが考えられるが,さらに教

育,医療,レクリエーション施設などの設置

による高いアメニティの確保をはかり,コミ

ュニティを存立させ,帰郷人口の人的資本を

有利に活用することも考慮する必要がある｡

たとえば,流出人口の調査は,困難ではある

が政策立案の際に必須なのである｡

ライフサイクル ･モデルと厚生関数モデル

は一般的で具体性を欠 くが,実証モデル化の

余地は多 く残されており,今後の研究課題と

される｡ しか し,それはあくまでも人口移動

理論の一例であり,今後,諸分野における人

口移動の理論研究が期待 される｡
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